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①厚生労働省各部局、総務省、こども家庭庁、デジタル庁等へのロビー活動
②厚生労働省・国保中央会と以下の検討委員会を共同で設置
・「介護保険事務処理システム検討会」へ委員10名派遣
・「障害者総合支援事務処理システム検討会」へ委員8名派遣
・「障害者総合支援審査事務研究会」へ委員派遣
・「国保保険者標準事務処理システム検討会」へオブザーバ3名派遣
・「広域連合標準システム研究会」へオブザーバ3名派遣

③当委員会を代表して以下の専門委員会に参画
・デジタル庁の自治体システム標準化に関する「基幹業務システムの統一・
標準化推進のための事業者協議会」へオブザーバ派遣

・厚生労働省の「障害福祉現場における手続負担の軽減に関する検討会」
へ委員派遣

・厚生労働省の「事業者・自治体間の障害福祉関係手続の共通化に向けた
検討会」へ委員派遣

・福祉医療機構の「WAMNET事業推進専門委員会」へ委員派遣 等

①介護保険制度改正に対する市町村の運用、システムへの影響範囲を精査し、
厚生労働省、国保中央会へ提言活動

福祉システム委員会
（金本委員長）
（副委員長：

今井・川崎・坂崎）

介護保険事務処理WG
（田中リーダ）

１．福祉システム委員会  活動報告
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4

①こども家庭庁へのシステム的な見地からの提言活動
②児童手当、児童扶養手当の改正や番号対応に関する情報収集活動

子ども子育て支援WG
（河野リーダ）

①障害者総合支援法等の改正に関する市町村の運用、システムへの影響範囲
を精査し、厚生労働省、国保中央会へ提言活動

障害者総合支援WG
（中谷リーダ）

１．福祉システム委員会  活動報告

後期高齢者WG
（岩田リーダ）

①全世代対応型の社会保障制度の構築に関する各種法改正への対応
②後期高齢者医療広域連合事務処理標準システム機器更改に関する対応

①システム検討会における検討や提言活動
「国保保険者標準事務処理システム検討会」におけるオブザーバー参画
JAHISのHP（ダウンロードサイト）を活用した、メンバーへの情報共有

国民健康保険WG
（大村リーダ）

①コロナワクチン関連の疑義照会および自治体システムに関する技術支援
②予防接種のデジタル化に関する情報収集活動
③母子保健のデジタル化に関する情報収集活動

保健衛生WG
（岩倉リーダ）

4
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２．介護保険制度改正への取組み

介護保険制度の見直しを受けた活動を実施

 引き続き、介護DX（介護情報基盤）への対応、2027年度の介護保険制度改正への対応、
データ標準レイアウト改版など、最新情報や制度動向を収集し、WGメンバへ情報共有を行う。

 厚生労働省、国民健康保険中央会と介護保険事務処理システム検討会等で連携を図りながら、
システムベンダの立場から専門的な提言を積極的に行う。

２．2026年度の活動予定

 介護DX（介護情報基盤）への対応、介護制度改正に関して、厚生労働省や国民健康保険
中央会と介護保険事務処理システム検討会を通じて、市町村事務運用及びシステムへの影響
について専門的な立場から提言活動を実施。また関連する事務連絡の情報収集を実施し、
事務連絡や各種通知等をWGメンバへの情報展開を行った。

１．2025年度の活動内容

5
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厚生労働省

JAHIS 代表

・見直し改正の論点の説明
・当会議で決定した内容を全国へ情報展開
（事務連絡で発出）
・全体統括マネジメント作業

法改正の概要説明・全体統括

マネジメント

支援

・事務処理コンサルタント担当
・市町村システム担当
・都道府県システム担当
・事業所システム担当
・サービスコード担当
各2名ずつ 合計10名選出

各システムの標準化の支援

主催者：国保中央会

国保中央会

・全国の国保連合会支援
・支払等システム
・報酬マスタ関連 等

国保連合会システム担当

介護保険事務処理システム検討会

6

２．介護保険制度改正への取組み

6
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介護保険制度改正関係（1/8）

7

№ 主な案件

1 令和7年度税制改正に伴う介護保険料の標準段階に係る基準の見直し
（2026年4月施行）

2 「要介護認定等の実施について」の一部改正（2026年4月施行）

3 介護保険料等における基準額の調整について （2026年4月施行、8月施行）

4 介護報酬改定（2026年6月施行）

5 基準費用額・負担限度額の見直し（2026年8月施行）

6 介護情報基盤

2026年度以降に検討されている主な案件は以下の通りとなります。

２．介護保険制度改正への取組み
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(出典) 2025年9月29日 「介護保険部会」資料

8

１．令和7年度税制改正に伴う介護保険料の標準段階に係る基準の見直し

介護保険制度改正関係（2/8）

令和7年度税制改正で給与所得控除の最低保障額が55万円から65万円に引き上げられるため、令
和8年度の介護保険料は、この影響を除外して算定する仕組みとなります。
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２．「要介護認定等の実施について」の一部改正（2026年4月施行）

介護保険制度改正関係（3/8）

2025年11月20日に「「要介護認定等の実施について」の一部改正について」の事務連絡が発出され
要介護認定業務で利用している以下の帳票について、様式変更が行われます。

（１）介護保険認定申請書
変更点：同意に関する文章の修正（介護情報基盤を用いた情報提供に関する包括同意への対応）
（２）主治医意見書
変更点：同意項目の削除（介護情報基盤を用いた情報提供に関する包括同意への対応）、

添付資料に関する記載の削除（同上）

出典：介護保険最新情報Vol.1439「 「要介護認定等の実施について」の一部改正について」2025年11月20日  
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出典：2025年10月9日 「介護保険部会資料」

10

３．介護保険料等における基準額の調整（2026年4月施行、8月施行）

介護保険制度改正関係（4/8）

老齢基礎年金（満額）の支給額変更を受けて、基準額変更となります
①令和８年４月施行；介護保険料算定の年金収入等の基準額
②令和８年８月施行；高額介護（予防サービス費）、補足給付における年金収入等の基準額
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介護保険制度改正関係（5/8）

４． 介護報酬改定（2026年6月施行）
2025年12月26日給付費分科会にて、令和8年度の介護報酬改定として、職員の処遇改善(令和8
年6月施行)見直しを行うことが示されています。

出典： 2025年12月26日「介護給付費分科会資料」
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介護保険制度改正関係（6/8）

５．基準費用額・負担限度額の見直し（2026年8月施行）

令和8年度の介護報酬改定として食費の基準費用額・負担限度額、および居住費の負担限度額の引
上げ（令和8年8月施行）を行うことが示されています。

（参考) 2026年1月16日「介護給付費分科会」資料
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介護保険制度改正関係（7/8）

６．介護情報基盤 (１／２)

介護分野における情報基盤整備に関しては、令和5年法律第31号で改正概要・施行期日が定めら
れています（施行日は公布後4年以内の政令で定める日）。

2026年４月１日以降、介護情報基盤との連携を含めた標準化対応が完了した市町村から、順次、
介護保険システムから介護情報基盤へのデータ移行、介護情報基盤経由での情報共有を開始。

2028年４月１日までに、全市町村において、介護保険システムから介護情報基盤へのデータ移行
も含めて完了し、介護情報基盤の活用を開始することを目指すことが示されています。

（出典) 2024年7月8日「介護保険部会」資料 （出典) 2025年9月2日「令和7年度 第1回 介護情報基盤に係る自治体説明会」資料
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介護保険制度改正関係（8/8）

要介護者（本人）、市町村（保険者）、介護事業所、医療機関といった関係者が要介護者に関する

情報を共有、活用できる介護情報基盤を整備することにより、これまで紙を使ったアナログでやりと
りしていた情報を電子データで共有できるようになり、業務の効率化（職員の負担軽減、情報共有の
迅速化）を実現。

今後、介護情報基盤に蓄積された情報を利活用することにより、事業所間及び多職種間での連携
の強化、要介護者の状態に合った適切なケアの提供など、介護サービスの質の向上に繋がること
も期待されています。

（出典) 2024年7月8日「介護保険部会」資料

６．介護情報基盤 (２／２)



ⓒ JAHIS 2024

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

障害者総合支援法の改正に関する活動を実施

15

 6月に実施される予定の報酬改定内容への対応をはじめ、2027年度に実施予定の制度改正へ
の影響調査を含めた障害者福祉制度への対応、データ標準レイアウト改版など、最新情報や制度
動向を収集し、WGメンバへ情報共有を行う。

 厚生労働省、国民健康保険中央会と障害者総合支援事務処理システム検討会等で連携を図り
ながら、システムベンダの立場から専門的な提言を積極的に行う。

２． 2026年度の活動予定

 4月、10月施行分の制度改正、および6月に実施された昨年度報酬改定内容へのサービスコード
変更対応を含めた障害者福祉制度への対応、データ標準レイアウト改版などの情報や制度動向を
収集し、WGメンバへ情報共有を行った。

１．2025年度の活動内容

15
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厚生労働省

JAHIS 代表

・総合支援法の見直し改正の論点の説明
・当会議で決定した内容を全国へ情報展開
（事務連絡で発出）
・全体統括マネジメント作業

法改正の概要説明・全体統括

マネジメント

支援

・事務処理コンサルタント担当
・市町村システム担当
・都道府県システム担当
・事業所システム担当

合計8名選出

各システムの標準化の支援

主催者：国保中央会

国保中央会

・全国の国保連合会支援
・審査支払等システム
・報酬マスタ関連
・請求簡易入力 等

国保連合会システム担当

障害者総合支援事務処理システム検討会
（略称：障害者システム検討会）

16

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

16
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定 検討・対応スケジュール

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

17

令和８年障害福祉サービス等報酬改定については、2025年6月より、令和６年度報酬改定後の動向を受け、
検討チームで検討が開始、2026年2月中旬に改正案が提示された。この後、改正案と、４月に発出予定のサービ
スコード表をもとに各システムベンダーでシステム改修を進め、6月までに対応を完了する予定。

※ 「令和8年2月13日 令和7年度 第1回 障害者総合支援事務処理システム検討会」資料より引用
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定に係る法律案の概要

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

18

令和8年度6月１日施行に向け、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正
する法律案が提示された。（以下は現時点での改正内容項目の抜粋、各改正案の内容は2ページ以降を参照）

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

No 横断的な改正内容

福祉・介護職員等処遇改善加算の拡充等

1 加算対象の拡大（福祉・介護職員以外の障害福祉従事者を新たに対象とする）
2 生産性向上・協働化に取り組む事業者に対する上乗せ加算

（現行の処遇改善加算Ⅰ及びⅡの加算率に上乗せを行う要件）
3 加算対象サービスの拡大（計画相談支援、障害児相談支援及び地域相談支援）
4 ベースアップ等による更なる賃上げや生産性向上等の取組を後押しするために必要な措置

（加算対象サービス要件の見直し）
５ 国庫負担基準の見直し（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援）
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定に係る法律案の概要

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

19

令和8年度6月１日施行に向け、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の一部を改正
する法律案が提示された。（以下は現時点での改正内容項目の抜粋、各改正案の内容は1ページ以降を参照）

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

No 横断的な改正内容

令和８年度における臨時応急的な見直し

６ 就労移行支援体制加算の見直し
（生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）

７ 就労継続支援B型の基本報酬区分の基準の見直し（就労継続支援Ｂ型）
８ 応急的な報酬単価の特例[新規事業所に限った見直し]

（就労継続支援Ｂ型、共同生活援助（介護サービス包括型・日中サービス支援型）、児童発達支援、放課後
等デイサービス）

障害者総合支援事務処理システム検討会で検討された上記の改正内容に従い、
各システムベンダーで本年度6月をめどにシステム対応を予定。
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

20



ⓒ JAHIS 2024

令和８年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

21
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

22
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

23
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

24
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令和８年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

３．障害者総合支援法改正に対する取組み

※ 「令和8年2月18日 障害者福祉サービス等報酬改定検討チーム（第53回）」資料より引用

25
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2018年4月に国民健康保険の都道府県化が施行されたが、施行前から開催されていた「国保保険者標準事務
処理システム検討会」（非公開）が施行後も継続して開催されており、WGリーダーとサブリーダーの計3名がオブザー
バーとして引き続き招聘された。システムベンダーとして情報集約システムへの機能強化に関する提言や、市町村事務
処理標準システムの機能強化・子育て支援金対応に関して専門的立場での提言活動を行った。
また、厚生労働省（国民健康保険中央会）が市町村向けサポートサイトに公開している情報や、子育て支援金
対応・R8税制改正対応の影響に関する厚労省から事業者への情報提供および事業者から厚労省への問い合わせ
について、WGメンバーにML（メーリングリスト）を通じて広報し、情報入手を公開と同時に実施できるように対応して
いる。

システム検討会における検討や提言活動

１．活動概要

４．国民健康保険 制度改正への取組み

厚生労働省

国保中央会
WGメンバWGリーダー

・サブリーダー

JAHIS

・システム検討会における技術的提言

参加募集

参加申込

サポートサイトに公開された更新情報を
ＷＧメンバに随時共有

情報公開

情報公開
情報展開

国保都道府県化に関して、都道府県・
市区町村に情報提供するサイト
（ベンダーは直接参照不可）

サポートサイト

27
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子育て支援金対応や高市新政権における社会保障制度改革の影響についてタイムリーな対応を進
めていく必要がある。厚生労働省・国民健康保険中央会と連携を図りながら、IT面での提言を行って
いく。
さらに、市町村事務処理標準システムにおいて、標準仕様の取り込みを継続して実施しているところで
あり、その設計仕様についてもオブザーバーとして専門的見地から提言を進めていく。

２．今後の取組み

厚生労働省

JAHIS

・制度設計
・市町村・都道府県との各種調整

国保中央会
・標準システム開発
・全国の国保連合会支援

・IT開発ベンダの立場からの提言
・標準化/共通諸課題解決に向けた協力

28

４．国民健康保険 制度改正への取組み
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• 後期高齢者医療制度を取り巻く環境は、マイナ保険証の利用促進、資格確認書の交付運用
見直し、高額療養費制度の見直し、ならびに子ども・子育て支援金創設等、制度改正と運用
見直しが同時多発的に進行している。

• 本WGでは、後期高齢者医療広域連合標準システムの設計・構築主体が国民健康保険中
央会であることを前提に、リーダー・サブリーダーを中心に、以下の観点から活動を実施した。
• 制度改正・運用変更に伴う市区町村・広域連合事務への影響整理の支援
• 国保中央会・厚生労働省が提示する制度・運用案に対する実務的観点からの助言・提言
• 広域連合標準システムの改修内容・スケジュールに関する論点整理の支援
• 市町村支援システムの改修内容・スケジュールに関する論点整理の支援
• 事務連絡等では示されない動向や注意等を必要に応じてWGメンバー(各社)へ情報共有

５．後期高齢者医療制度への取組み

法改正等に関する活動

１．活動概要

29



ⓒ JAHIS 2024

広域連合標準システム概要等説明会(令和8年1月30日)より抜粋

後期高齢者医療制度における令和8年8月以降の資格確認書の職権交付について

30



ⓒ JAHIS 2024

広域連合標準システム概要等説明会(令和8年1月30日)より抜粋

後期高齢者医療制度における高額療養費制度の見直しについて

31



ⓒ JAHIS 2024

広域連合標準システム概要等説明会(令和8年1月30日)より抜粋

後期高齢者医療制度における子ども・子育て支援納付金のシステム対応について

32



ⓒ JAHIS 2024

第203回 社会保障審議会医療保険部会より抜粋

33

後期高齢者医療制度における保険料等への金融所得勘案について
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第203回 社会保障審議会医療保険部会より抜粋

34

後期高齢者医療制度における保険料等への金融所得勘案について
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高齢者医療制度改革のポイントより抜粋

2030年にむけた｢新医療保険制度｣について

国保はここまで
終了した状況

現在広域連合による事務処理が行われている後期高齢者医療制度の在り方については、毎年の｢経済
財政運営と改革の基本方針(骨太方針)｣で取り上げられている状況。

35
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５．後期高齢者医療制度への取組み

その他に関する活動

eLTAXによる届出書・納付書電子化や、公共サービスメッシュ(機関間情報連携サービス・自治体内情報活
用サービス)といったような他省庁が進めるデジタル政策についても、後期高齢者医療広域連合事務処理標準
システムが関係する施策については、市町村を含む後期高齢者医療全体に関するシステムの全体最適の観点
から、助言等をリーダー・サブリーダーを中心に、厚生労働省・国民健康保険中央会、他省庁に対して継続的
に実施し、それらに関する情報等を必要に応じてメール等でWGメンバに対して共有を行う。

１．活動概要

２．今後の取組み

3636

• 後期高齢者医療制度を取り巻く環境は、マイナ保険証の利用促進、資格確認書の交付運用見直
し、高額療養費制度の見直し、子ども・子育て支援金の創設など、複数の制度改正・運用変更が
並行して推進されている。

• 来年度は、これらの制度改正について 国・国保中央会からの詳細設計や運用要件が順次具体化
される年次にあたることから、より実務的な視点での整理・助言の重要性が高まる。

• 本WGでは、後期高齢者医療広域連合標準システムの設計・構築主体が国民健康保険中央会
であることを前提に、リーダー・サブリーダーを中心に、今年度と同様に引き続き活動を推進する。
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子ども子育ては制度施行後は、リーダー・サブリーダーの2名にて、内閣府・厚労省へ提言、情報収集
活動を行ってきた。2025年度は児童手当にかかる令和7年度の番号制度改正や子育て応援手当の
ほか、保育DX等の制度改正に係る課題の情報収集、提言を行った他、自治体システムの標準化に
関して、仕様案へのベンダー意見照会を所管府省から依頼をうけるケースがあり、WGメンバーへの情報
共有を行うことで、事業の円滑な推進に寄与した。

こども家庭庁、厚生労働省などへの提言活動・情報収集

１．活動概要

2026年度は、自治体システムの標準化に関して、児童手当・児童扶養手当、子ども子育て支援の
各ベンダーで標準仕様に準拠したパッケージの開発・適用が本格化していくなか、改版に関する対応や
経過措置の取り扱いなどの残課題について、それぞれ関係府省と連携しながらJAHISとして情報収集
し共有を行う。
また、保育DXに関しても、検討が本格化していくなか、運用ベースでは課題が残っていると認識してお
り、円滑な運用に向けて、自治体業務側との連携、標準化との整合性などを提言していく

２．今後の取組み

６．子ども子育て支援施策への取組み

3737



ⓒ JAHIS 2024 38

■ 保育DXの概要・イメージ

38

出典：こども政策DXの推進に向けた 
取組方針2025について
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■ 保育DXの概要・イメージ

39

出典：こども政策DXの推進に向けた 
取組方針2025について
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■ 保育DXの全体概要・イメージ

40
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予防接種における改正対応

７．保健衛生分野への取組

• 令和８年６月の稼働に向けて、以下のスケジュールで進行している。
今年度は次ページのように自治体向け説明会が計７回開催され、16項目のタスクの説明、予防接種
基本方針部会の内容が共有された。

１．予防接種事務デジタル化

出典：令和７年６⽉27日令和７年度第１回予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会資料
https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/001359165.pdf
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予防接種における改正対応

７．保健衛生分野への取組

出典：厚生労働省 予防接種・ワクチン情報＞自治体向け説明会
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/yobou-sesshu/info_session.html

• 2025年６月27日：
令和７年度予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会（第１回）

• 2025年６月30日：
令和７年度予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会（第２回）

• 2025年７月４日：
令和７年度予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会（第３回）

• 2025年７月15日：
令和７年度予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会（第４回）

• 2025年８月８日：
令和７年度予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会（第５回）

• 2025年11月10日：
令和７年度予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会（第６回）

• 2025年12月９日：
令和７年度予防接種事務デジタル化に係る自治体説明会（第７回）

令和７年度の説明会等
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予防接種における改正対応

７．保健衛生分野への取組

出典：2025年６月27日令和７年度第１回予防接種自治体向け説明会資料
https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/001510434.pdf
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自治体検診のデジタル化（自治体検診DX）

出典：2025年７月16日 令和７年度自治体検診事務デジタル化先行実証事業 公募要領資料
https://pubpjt.mri.co.jp/publicoffer/f6rq94000000065p-att/20250716_jichi-kenshin-dx_kouboyoryo.pdf

• 医療 DXの推進に関する工程表（令和５年６月２日医療 DX 推進本部決定）では、自治体・医療機関等の間の連携について、 自治体検診情
報、介護、予防接種や母子保健に関する情報を連携させる仕組みを構築することにより、医療機関・薬局等と自治体の間で必要な情報を共有可能に
する」と記載されている。

• 医療情報の二次利用の環境整備について、「保健医療データの二次利用により、創薬、治験等の医薬産業やヘルスケア産業の振興に資することが可
能となり、結果として、国民の健康寿命の延伸に貢献する」と記載され、自治体検診情報の一次利用と二次利用について、仕組みの構築や環境の整
備に関する取組が進められている。

• 本事業では、デジタル庁において、令和７年度中にシステム構築され、同年度途中に利用開始となる PMHを活用し、自治体が実施する自治体検診
事務に関して、検診情報のデータ連携方策等の実証を行い、その結果をとりまとめる。

１．令和７年度自治体検診事務デジタル化先行実証事業

７．保健衛生分野への取組

令和７年度の先行実証事業の範囲
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自治体検診のデジタル化（自治体検診DX）

出典：2025年6月23日 第44回 がん検診のあり方に関する検討会資料
https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/001507383.pdf

７．保健衛生分野への取組

令和７年６月２３日のがん検診の在り方に関する検討会において、自治体システム標準化、自治体検診DX
の状況を考慮し、以下のスケジュール案が提示されている。
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母子保健のデジタル化

出典：2024年11月20日第４回こども家庭審議会成育医療等分科会（母子保健DXについて）
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/0238af12-b583-4c09-9a67-0f2f7cb19c1c/6e8f22e8/20241120_councils_shingikai_seiiku_iryou_0238af12_06.pdf

• 母子保健DXを推進しているこども家庭庁成育医療等分科会について、2025年度の開催が2025年11月12日
、2025年12月25日の2回であり、各回の資料及び議事内容を確認したところシステム化に向けた具体的な議論
には至っていない。

• そのため、今年度において本分野において、保健衛生WGへの要請は無かった。

１．母子保健DXの推進

Step1
住民、医療機関、自治体の間
で母子保健情報を迅速に共
有・活用するためPMHを整備
⇒ 希望する自治体で先行実施

Step２
1. PMHを活用した情報連携を

実現するための制度改正
2. 住民がより便利にPMHとつ

ながるよう、電子版母子健
康手帳を原則とし、課題と
対応を整理

Step３
1. PMHの導入自治体の拡大
2. 電子版母子健康手帳に係

るガイドライン等を発出

Step４
PMHと電子版母子健
康手帳を通じた母子
保健DXの全国展開
（PMHの全国展開、
電子版母子健康手帳
の普及） 

７．保健衛生分野への取組
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８．医療保険における金融所得の勘案について

世代内、世代間の公平の更なる確保による全世代型社会保障の構築の推進
第206回社会保障審議会医療保険部会 資料2-2より
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市町村システムはガバメントクラウドへの移行が
原則2025年末までとなっていましたが、経過措置が設け
られ、2030年度までに完了する見込みになっています。
（700団体以上が移行困難な団体になっています）

また、PMHを用いた連携として予防接種、母子保健、
介護保険、国・自治体公費医療、自治体検診の対応

（医療・介護DX）が求められています。

デジタル共通基盤の基盤という名目で
「共通化」の検討が進められています。

国でシステムを開発してSaaS型での利用ということで
どんどんビジネスが変化しています。

引き続き、この分野の動向に注視をお願いします !!

54



健康で豊かな国民生活を保健医療福祉情報システムが支えます

ⓒ JAHIS 2024

ご清聴ありがとうございました
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